
告示・運用通知該当
箇所（※）

質問 回答

【筆記試験の範囲】
・「筆記試験にあっては全科目を通じて１時間以上
～とすること。」とありますが基礎知識１の科目の講
義を免除した受講者にも、当該科目に係る試験を
必ず実施しなければならないのでしょうか。

・「全科目」とは、受講した全科目を示しており、第７
条第２項第５号の規定に基づき、基礎知識１の科目
の講義を免除した受講者に対しては、当該科目に係
る試験の実施は必須ではありませんが、試験時間は
所定の時間数（筆記試験について１時間以上）とする
必要があります。
なお、免除を受けた科目について追加的に試験を行
うことを妨げるものではありません。

【筆記試験の実施時期】
・「筆記試験は、受講者が講義の内容全般につい
て、知識及び技能を修得しているか否かを判定す
ることができるもの」とありますが、筆記試験を全て
の科目の講義終了後に行うのではなく各科目の講
義終了後に各科目に係る筆記試験を行うことは可
能でしょうか。

筆記試験は全ての科目の講義終了後に実施してくだ
さい。

【修了考査の実施時間】
・筆記試験の試験時間を１時間を超えて設定するこ
とは可能でしょうか。
・口述試験の試験時間を受験者１人あたり２０分を
超えて設定することは可能でしょうか。
・基礎知識１の科目の講義を免除した受講者に対し
ても１時間以上の筆記試験が必要でしょうか。
・規定の試験時間よりも早く解答を終えた受験者に
ついて、途中退出を認めることは可能でしょうか。

・筆記試験については１時間を超えて試験を行うこと
を妨げるものではありません。
・口述試験についても同様に、受験者１人あたり20分
を超えて試験を行うことを妨げるものではありませ
ん。
・第７条第２項第５号の規定に基づき、基礎科目１の
科目の講義を免除した受験者についても、筆記試験
については１時間以上 を必要となります。
・上記のいずれの場合についても、１時間より早く解
答を終えた受験者について、解答を終了して退席す
ることを妨げるものではありません。

【筆記試験の合格基準】
・「筆記試験においては、満点の６割以上の合格点
を設定し、合格点に達したときに筆記試験に合格し
たものとすること」とありますが、全科目試験の合計
点において、満点の６割以上の合格点を設定する
ということでしょうか。
・各科目に合格点を設定するなど合否の基準を追
加することは可能でしょうか。

・「満点の６割以上」とは、全科目試験の合計点が６
割以上であることを示しています。
・科目ごとに合格点を設定する等合否基準を追加す
ることを妨げるものではありません。

修了考査（再受験）
関係
（告示7条2項18号、
19号
運用通知２（２）キ）

・講義を受講したものの、修了考査に合格しなかっ
た場合の取扱について教えてください。再度修了考
査のみを受験することは可能なのでしょうか。再試
験の有効期間や回数制限はあるのでしょうか。

・講義を受講したにもかかわらず、修了考査に合格し
なかった方については、講義を受講した日の属する
年度の末日から起算して２年を経過する日までの間
は、講義を受講したものとみなして、その間に実施さ
れる当該講義に係る修了考査を再受験することが可
能です（例：令和３年度中（※令和３年４月１日から令
和４年３月３１日までの間）に講義を受講したにもか
かわらず修了考査に合格しなかった方は、令和５年
度末（※令和６年３月３１日）までの間、当該講義を実
施した機関が実施する同一の区分の修了考査を再
受験することができます）。期間内であれば再受験の
回数に制限はありません。
ただし、講義を受講した機関とは異なる機関の修了
考査を受験することは認められません。

建築物石綿含有建材調査者登録規程に基づく建築物石綿含有建材調査者講習Q&A

（※）本Q&Aにおける「告示」とは「建築物石綿含有建材調査者講習登録規程」（平成３０年厚生労働省/国土交通省/環境省告
示第１号）を言い、運用通知とは「建築物石綿含有建材調査者登録規程の運用について」（令和２年基発１０２０第４号）を言いま
す。
本Q&Aは、令和２年１０月時点の上記告示、運用通知の実務上の解釈を示したものであり、正確な法令解釈は、最新の告示の
規定及び運用通知に示されている解釈に基づくものとなりますので御了承ください。

修了考査関係
（告示7条2項11号
運用通知２（２）エ


